
1

議題3-3　海洋エネルギー技術研究開発」



2



3



4



5



6



 

 

 

「海洋エネルギー技術研究開発」 

事後評価報告書（案）概要 

 

 

目  次 

 
 

分科会委員名簿 ························································１ 

評価概要（案） ························································２ 

評点結果 ·································································４ 

 
 
 

第５８回研究評価委員会 

資料 ３－３ 



 

はじめに 

 
 
 
本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発」（中間評価）の研究評価委員

会分科会（平成３０年８月２９日）及び現地調査会（平成３０年７月２６日 於 国立研究

開発法人 産業技術総合研究所 北海道センター）において策定した評価報告書（案）の概

要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、第５８回研究評

価委員会（平成３１年３月１８日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究評価委員会 

「海洋エネルギー技術研究開発」（事後評価） 
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み

 
広島大学 学術院（理工学分野 機械・総合工学ユニッ
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「海洋エネルギー技術研究開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総合評価 
 欧米諸国に大きく遅れを取る海洋エネルギー技術研究開発において、NEDO が中心とな

って先導的に本事業を推進することは、我が国の海洋エネルギー産業の発展、国際競争力の

強化等に繋がるものであり、極めて意義深い。 
 ステージゲートが有効に機能したことによる選択と集中と、プロジェクトリーダーの尽力

により、本研究開発は大半の事案において当初の目標を達成したと評価する。 
 本プロジェクトでは、多様なテーマを採択して、種々の角度から開発を推進することがで

きた。要素研究、実証研究の両面において実用化・事業化に向けた技術的な見通しを得られ

たことは、大きな成果である。特に、水中浮遊式海流発電に関しては長期信頼性の検証の段

階に入り、その成果が期待される。 
 一方で、事業計画が示されたのは限定的である。当該技術の実用化・事業化の事業計画を

事業実施中にある程度示すべきではないだろうか。 
今後、海洋エネルギーを一つの再生可能エネルギー源として成長・普及させるためには、

NEDO 主導の事業に留まらず、関連省庁及び関連学会を巻き込んだ分野横断型の大型プロ

ジェクト事業として、オールジャパンで大規模に推進することが望ましい。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
国内外のエネルギー需給動向や地球温暖化対策をみると、再生可能エネルギーに対する強

い社会的要請は今後ますます高まると考えられ、海洋国家・日本にとり、欧米に対して遅れ

をとっている海洋エネルギー分野の取組と実用化を加速するという事業の位置付け・必要性

は明確である。 
本プロジェクトは、海洋基本計画やエネルギー基本計画で政策的に位置づけられた技術開

発の目標達成に資する事業であり、民間企業だけではリスクが高く実用化が困難と思われ、

NEDO が主導すべき事業として妥当である。ニッチな分野であるが、事業化に成功すれば、

ブルーオーシャンに転ずる可能性があり、実証研究や要素技術の開発を進めることにより、

国際競争を有利に展開することが重要である。 
今後、我が国の海洋エネルギー技術を本格的に普及させるために、NEDO のみならず、

関係省庁が互いに協力し、総合的に推進されることが望まれる。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
発電システムの実海域での実証研究のターゲットとして、離島におけるディーゼル発電に

対して競争力のある 40 円/kWh とした点は適切であった。また、次世代の要素技術開発で
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は、発電コスト 20 円/kWh 以下というチャレンジングな数値目標が設定されており、我が

国の海洋エネルギー産業の国際競争力を高めることが期待される。 
海流、潮流、波力、温度差と多種にわたる海洋エネルギーを対象に、必要な要素技術をバ

ランスよく取り込んでおり、その上で、ステージゲート制による選択と集中の結果、事業化

の可能性が明確になり、実証研究が加速されたものと判断される。NEDO、プロジェクトリ

ーダー及び事業実施者が協議を重ね、多くの困難を乗り越え成果を出したものと考えられ、

評価できる。 
知財管理については、指針を規定し、定期的に運営会議を開催するなどの取組が行われた。

一方で、知財戦略における対海外の視点が必ずしも十分とは言いがたく、日本の優位性確保

のための権利化推進が望まれる。 
また、海洋エネルギー分野の研究開発は、多岐に跨る総合工学として位置づけられ、プロ

ジェクトリーダーひとりで多面的に管理・指導するのは負担が大きいため、複数分野の専門

家をサブリーダーとして配置してもよかったのではないか。 

 
２．３ 研究開発成果について 
実証研究は、すべての事業で大きな成果を得ており、これらは、今後の国内外の海洋エネ

ルギー技術発展に大きく貢献するものである。特に、水中浮遊式海流発電は、学術・技術の

両面から世界初であり、世界が注目する技術開発の 1 つとなり得る。次世代要素技術開発に

おける、リニア式波力発電、相反転プロペラ式潮流発電は先進的な技術で他に比べ優位性が

認められ、他地域・国への展開も期待される。発電技術共通基盤研究における潮流等のマッ

プ化は、今後の事業化において事業者が場所選定に利用できる基礎資料として重要であり、

得られた成果は評価できる。 
論文等による成果発表は、一部少ない研究もあるが、特許との関係であえて控えたもので

当該研究ではその分知的所有権の申請が積極的に行われており、成果の公表、知的所有権取

得に向けた取組は妥当であると判断する。 
今後、実用化に向けて重要となるのは、季節変動を含む気象海象条件下における長期運用、

稼働率、海洋生物付着等の問題であるので、少なくとも 1 年間の運用実績によって、発電性

能、発電コスト、耐流力性能、運動性能を定量的に検証すべきである。 

 
２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
本プロジェクトの取組を通じ、市場形成に向けた導入ターゲットとして国内の離島用電源

という方向性や、複合利用によるビジネスモデルの方向性などを明確化できたことは、大き

な成果である。要素技術開発からスタートした「水中浮遊式海流発電」や「海洋温度差発電」

が、実海域での実証研究フェーズにおいて良好な結果を得たことは、実用化・事業化に向け

た確実な進展である。次世代技術については、いずれもさらにデータを蓄積することで実用

化に向けた実証実験の段階に進めるレベルと思われる。発電技術共通基盤研究においては、

ポテンシャルマップのリリース、情報発信という成果が今後の実用化への基盤として大いに

評価できる。 
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一方で、事業計画が示されたのは限定的である。当該技術の実用化や事業化の事業計画を

事業実施中にある程度示すべきではないだろうか。 
今後実施する長期実海域実証試験の際には、海域利用者には丁寧な説明を行い、地域との

共存を図り、事業化を目指していただきたい。 

 
  



 

5 

評点結果〔プロジェクト全体〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 
平均

値 
素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.7 A A A B A B A 

３．研究開発成果について 2.6 A A A A B B B 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及

び見通しについて 
2.0 B B B A B B C 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 

数値に換算し算出。 
〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

 
２．研究開発マネジメントについて 

 
４．成果の実用化・事業化に向けた取

組及び見通しについて 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

2.0 

2.6 

2.7 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化に

向けた取り組み及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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中間評価報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２８年１２月 

 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 

 

 

 

fukunagamnr
テキストボックス
第58回研究評価委員会
資料３－３
（参考資料）

fukunagamnr
テキストボックス
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「海洋エネルギー技術研究開発」 

中間評価分科会委員名簿 

 
（平成２８年９月現在） 

  氏名 所属、役職 

分科 

会長 石原
いしはら

 孟
たけし

 東京大学 大学院工学系研究科 社会基盤学専攻 教授 

分科 

会長 

代理 
高野
た か の

 裕
ひろ

文
ふみ

 
一般財団法人日本海事協会 新事業開発本部 本部長 

（兼）再生可能エネルギー部長 

委員 

木下
きのした

 健
たけし

 長崎総合科学大学 学長 

後藤
ご と う

 彰
あきら

 
株式会社荏原製作所 風水力機械カンパニー 理事 

企画管理技術統括 技術開発統括部 統括部長 

坂口
さかぐち

 順一
じゅんいち

 
東芝三菱電機産業システム株式会社 

産業第一システム事業部 技術顧問 

白山
しらやま

 義
よし

久
ひさ

＊ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 理事 

古川
ふるかわ

 明徳
あきのり

 大分工業高等専門学校 校長 

敬称略、五十音順 

 

注＊：実施者の一部と同一研究機関であるが、当該実施者が実施するテーマに関して評価し

ないことを条件に評価に加わった。 
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評価概要 

 
１．総合評価 
 海洋エネルギーは、太陽光や風力などに比べて、安定的に利用できる可能性の高い自然エ

ネルギーであり、その利用促進は海洋国の日本にとって重要である。海洋という未知な事象

が多くある分野でのエネルギー利用は、民間企業だけでは推進することが非常に困難で、

NEDO が主体となるべき重要な事業である。プロジェクトリーダー（以下「PL」という）

の強いリーダーシップのもと、個々の研究開発項目での失敗・成功体験を横串で共有する工

夫に取り組まれた。選択と集中を合理的かつ機動的に実施し、戦略的に推進され、各種委員

会の設置やステージゲートに代表されるプロジェクトマネジメントは有効に機能している。

事業化に至るには多くの課題があるが、この解決手立てを示唆している点も評価できる。こ

の 3 年間の技術研究開発を通じて我が国の海洋エネルギー利用技術は欧米と肩を並べるレ

ベルまでに向上し、欧米を超える我が国独自の技術も開発されている。 

一方、海洋エネルギーは多種多様であり、海という過酷な環境下では実用化に至らない研

究テーマも多い。一度に全ての研究テーマを推進すると人的資源や予算が分散するため、他

の NEDO プロジェクト以上にメリハリをつけたマネジメントを行い、研究テーマの選択と

集中を早い段階で行うことが求められる。 

海洋エネルギーは、既に実用化された太陽光と風力に比べ技術的に難しく、現時点のコス

トも高いため、海洋エネルギーの特徴を生かした研究開発が重要で、開発された技術を活用

していくための技術戦略が必要である。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
 海洋エネルギー利用は他の再生可能エネルギーと比較して発電量が安定していることか

ら、将来の重要なエネルギー源であり、その利用可能性は積極的に追及するべきである。海

洋という未知な事象が多くある分野のエネルギー利用は、民間企業の努力だけでは推進する

ことが非常に困難であり、小笠原諸島、沖縄諸島など広大な海洋水域を持つ我が国において

は国家戦略事業として推進する意義が高い。本プロジェクトにより、永らく止まっていた海

洋エネルギー研究開発が再開し、複数の研究グループが競争的に開発できるようになった。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
 海洋エネルギー発電システムは典型的な総合工学のため本来必要な目利きがまだ育って

おらず、それを育てる意味でも今回のマネジメントは有益であった。PL 等の幅広い経験と

知見や、外部有識者が加わった推進委員会の設置により、技術開発の方向性に一定の正当性

を確保している。また、ステージゲートを設け、フレキシブルな研究開発体制の変更を行う

ことで、実証研究を推進していく上での問題点を早い段階で把握し、様々なリスクを事前に

回避している点も評価できる。実用化・事業化を支える技術基準や評価手法の策定、関連法
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規や許認可に係わる調査を推進した点も評価できる。 
一方、間口を広く開けて採択したテーマのうち、もう少し早い段階で見直すことができた

テーマもあると思われる。また、当初定めた発電コスト目標については、より明確で定量的

な市場形成目標を提示できるよう見直しが望まれる。今後、実現性が高く事業者の真剣度が

高いテーマを見極め、予算をフレキシブルに集中投資するなどのメリハリある対応を行い、

成功事業を一つでも早く具体化することを期待する。 

 
２．３ 研究開発成果について 
 要素技術開発から実証研究段階へと進んでいるテーマも複数あり、総合的にみてプロジェ

クトが実用化に向け価値ある成果を生み出しており、複数の研究開発項目で初期の目標を十

分に達成したといえる。水中浮遊式海流発電、相反転プロペラ式潮流発電、海洋温度差発電

など日本独自の要素技術が開発され、また高性能の熱交換器、流体励振力の予測などは海洋

エネルギー分野以外の産業分野にも横展開しうる研究成果として評価できる。海洋エネルギ

ーのポテンシャル評価に関しては世界に発信できる研究成果であり、今後我が国における海

洋エネルギー利用に貢献していくことが期待される。 
一方、実証研究では、様々な困難に直面し、計画通りにフィジビリティ・スタディ（以下

「FS」という）から実証研究に移れなかった研究テーマもあり、今後の研究開発に繋げて

いけるように得られた研究成果をしっかりまとめておくことが望まれる。 
今後、限られた予算から最大限の効果を導くため、選択と集中による集中投資を行うとと

もに、海洋エネルギー発電に内在する難しさとリスクを明らかにし、海洋エネルギーの実証

研究のためのガイドブックも作成してほしい。 

 
２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 
 実証試験を完了し所定の目標を概ね達成したもの 1 件、要素技術開発が発展して実海域で

の曳航試験が計画されているもの 2 件、実証研究テーマで実証試験に進むもの 3 件と、波

力、潮流、海流、海洋温度差の各分野において成果の実用化・事業化に向けた取り組みが進

展している。個々の課題によってレベルの差はあるが、競合技術との性能比較やコスト評価

も行われ、海外の技術に比べてもその優位性が認められ、実用化・事業化への期待感をもた

せるものが多い。 
一方、事業会社の事業責任部門に移管される事例は未だみられておらず、これに到達する

過程をいかに見極めるかが重要である。確実な収益事業となるための諸条件をより明確にし、

国としてどのような支援が可能かを明確にすることが求められる。 
欧州に比べると我が国における海洋エネルギーの密度は低いが、海流発電や海洋温度差発電

といった海洋エネルギーは太陽光や風力に比べて変動が少ない安定電源であり、実用化に繋

がる日本型の技術が開発されることが望まれる。萌芽的な市場を事業活動にどう結びつける

か議論を重ね、研究成果を実用化・事業化に繋げてほしい。 

 



1-25 

４．評点結果 
４．１ プロジェクト全体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A B A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.1 B B A B C B A 

３．研究開発成果について 2.0 B B B B C B A 

４．成果の実用化・事業化に向けた 
取り組み及び見通しについて 

1.4 C C B C C C A 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化・事業化に向けた 

取り組み及び見通しについて 

・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

1.4 

2.0 

2.1 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化に

向けた取り組み及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値
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研究評価委員会コメント 

 
第４９回研究評価委員会（平成２８年１２月５日開催）に諮り、以下のコメントを評価報

告書へ附記することで確定した。 

 
● 海洋エネルギーに対する期待は大きいものの、実用化に向けてはコストを含めて重

要な課題が山積しているので、これらの克服に向けて今後戦略的に研究開発に取り

組んで頂きたい。 
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